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【背景・目的】本研究は新潟医療福祉大学大学院（修士課
程）国際保健医療学演習Ⅱの一部である。巨視的な視点(い
わゆる鳥の目)で青年海外協力隊の赴任国であるウガンダ
における保健・医療・福祉分野の重大な課題を発見し、そ
の軽減策の端緒となる具体的な草の根活動での具体的実
践方法の検討を目的とした。 
 
【方法】南スーダンからのウガンダ共和国（以下ウガンダ）
と周辺国への難民流入に焦点を当て、ウガンダの難民受け
入れ体制について周辺国との相違点を明らかにする試み
を行った。 
 
【結果】図 1はウガンダが 2016年時点で前年度から倍近
く難民受け入れ数が増加し第 5位となった。また図 2は、
南スーダン周辺国における難民流入数が 1 番多いのはウ
ガンダであることを示している。 
 
図 1.2016年末時点における世界難民受入国ランキング 
図 2.2017年 6月時点の南スーダンからの難民流入数 
【考察】ケニア（図 1）を見ると 2015年度と比較して 2016
年度は受入れ数が減少している。これは、過激派組織アル
シャバーブの襲撃の影響で大規模な難民キャンプの閉鎖
を余儀なくされている事が 1つの原因と考えられる。図 2
から南スーダン周辺国と比較してウガンダの難民受け入
れ数が 1位である要因については、難民たちの自給自足生
活を目標として、働く権利と土地を供給し、彼らの自立を
全面的に支援する方針が挙げられる。実際に、その利点を
生かし、国連難民高等弁務官事務所（UNHCR)と JICAが
連携し、難民たちに効率的な作物収穫法を伝授している。
農業を資金源に新たな商売を始めたり、移送用のバイクを
購入するなど自立生活を構築する上で重要な支援である。
国際連合世界食糧計画（WFP）からの食糧支援はあるが、
難民が増加する中で資金不足と支援物資の不足から栄養
失調に陥る子どもが多く、自給自足を資金面でも支援する
重要性は高い。 
ウガンダの積極的な難民受け入れは国際的に大きな評
価を受けている。今後、UNHCRや各国が継続した支援を
行うには各国との協力体制の強化と難民の自給自足の推
進を行う必要がある。草の根レベルの活動の提案として、
JICAボランティアとして難民居住区に稲作隊員や専門家
派遣による効率的な作物の収穫に加え、難民が自国に帰還
してからも活用できる簡単な収穫方法等のマニュアル作
成や難民たちによる組織作りも必要である。組織作りの面
では経験豊富なシニアボランティアや専門家などを派遣
し、基盤づくりに取り組む必要がある。最終的に難民が主
体となってワークショップや会議を行い、自分たちの組織
形成を行ことが帰国後も自立性を高めるという点で重要
であると考える。 
 
【結論】ウガンダでは、難民に土地を供給している点で周
辺国と際立った違いがある。JICAの草の根活動の視点か
ら難民が定住または帰国の選択を円滑に行えるよう職業
訓練等の分野に関して方策を研究する必要がある。難民問
題が多発している現在、ウガンダの難民受け入れ態勢は世
界の難民対策のモデルになり得ると考えられた。 
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